
参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D15　－　1　－　1 

要綱上の 事業名称 �（6）公共・公益施設整備調査事業 

細要素事業名 �公共施設再配置計画策定事業 

全体事業費 �38，849千円 

災害に強いまちづくりを推進するため、被災地区の復興にあわせて、安全で快適な生活環 
境を支える公共施設の適正配置を進めるとともに、施設の機能集約や複合化、既存施設の有 
効活用及び管理運営の効率化を図るため公共施設再配置計画を策定することにより、基幹事 
業である中心市街地津波復興拠点整備事業の促進を図るもの。 

公共施設再配置計画基本計画策定業務委託（26年度） 
H25年度実施の公共施設白書でまとめた各施設の抱える課題や今後のあり方等を検証し、 
公共施設再配置計画の課題を具体化する。 

・基本計画策定業務委託　　　　　　　10，000千円 
・審議会委員報償費（謝礼金、旅費）　　　283千円 

計10．283千円 l l 

※　この様式は、原則として、参考様式第30及び参考様式第33の別添2に記載した細要素事業ごと

に作成してください。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D15　－　1　－　2 

要綱上の 事業名称 �（37）震災・復興記録の収集・整理保存 

細要素事業名 �東日本大震災記憶伝承事業 

全体事業費 �95，000千円 

東日本大震災の記憶と記録を風化させることなく後世へ伝承し、被災体験や教訓を生かす 
ために災害映像や写真データ、災害記録関係資料を収集・整理し、データ管理するとともに 
震災記録誌を作成する。 
本事業は、基幹事業の中心市街地津波復興拠点整備事業におけるハード面での防災力の向 
上とあわせて住民等の防災意識醸成に資する震災記録誌を作成し、後世へ伝承することによ 
り、ハード・ソフト両面での効果促進を図るもの。 ＜主な成果品（予定）＞ 

・記録集第1集概要版（日本語版、英語版） 
・記録集第1集概要版（日本語版、英語版）電子書籍 

委託費 
・東日本大震災記録編集業務等委託料　21，034千円 

編集委員会費 
・謝礼金、旅費・会場賃借料　　　　　　1，113千円 

震災記録誌作成 
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　8，117千円 
・英語版翻訳監修謝礼　　　　　　　　　　　　250千円 

資料収集整理用消耗品 
・データ保存用DVD、震災資料保存用ファイル等 

324千円 

平成26年度合計　30．838千円 

※　この様式は、原則として、参考様式第30及び参考様式第33の別添2に記載した細要素事業ごと

に作成してください。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D　23　－11－　1 

要綱上の 事業名称 �（36）再生可能エネルギー活用・推進計画策定調査事業 

細要素事業名 �再生可能エネルギープロジェクト推進費 

全体事業費 �48，000千円 

宮古市は東日本大震災に伴う津波により、被災地域を含め広い範囲で停電となり、初期復 
日作業や避難者支援に大きな障害となった。また、津波を受け損傷した原子力発電所からの 
放射能漏れ事故の発生により、災害に強くクリーンな再生可能エネルギーの重要性が高まっ 
ており、エネルギーの地産地消を念頭においた、地域におけるエネルギーマネジメントが重 
要になってきている。 
このことから、復興計画において、優先的に実施する施策として、「森・川・海の再生可 
能エネルギープロジェクト」を掲げている。 
そこで、本事業においては、官民一体の協議会を立ち上げ、化石燃料に依存しない地域バ 
イオマスを活用した新たなェネルギ一産業の創出を図り、木質バイオマス施設の整備を中核 
とした復興モデル事業の具体的な検討を図るものである。 
なお、当事業で検討する施設は、赤前地区防災集団移転促進事業（基幹事業）の防集跡地 
（市が買い取る土地も含めた土地）に建設予定であり、防集跡地を有効活用し産業復興を 
図るものである。 

平成26年度∠ �分19，000千円 

※　この様式は、原則として、参考様式第30及び参考様式第33の別添2に記載した細要素事業ごと

に作成してください。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D　23　－　6　－　1 

要綱上の 事業名称 �（16）学校就学環境整備事業 

細要素事業名 �赤前′J、学校仮設グラウンド整備事業 

全体事業費 �20，920，450円 

赤前′j、学校グラウンドは、東日本大震災後に78戸の仮設住宅が建設されたため、利用で 
きる範囲が非常に狭く、体育の授業や遊び場として主に屋内運動場を利用していた。 
学校現場は、児童の体力低下を懸念しており、体育の授業に制約を受けているこのような 
状況を改善し、児童の運動環境を改善するため、学校近くの民有地を借用し、仮設グラウン 
ド及び周囲を囲む防球ネット整備を行った。 
仮設グラウンドの整備により、防災集団移転事業導入地区における児童の当面の運動環境 
を応急的に確保したものの、元の学校グラウンドでの体育の授業を行うためには、防災集団 
移転促進事業により、現在、仮設住宅で暮らす被災者が恒久的な住まいに早期移転できる環 
境を整えることが必要であることから、防災集団移転促進事業の促進に資するものである。 

平成24年度実績分　19，623，450円：本工事費・附帯工事費・用地費計 
平成25年度提出分　　　423，000円：用地費（賃借料）、トイレ賃借料 
今回提出（H26分）　　437，000円：用地費（賃借料）、トイレ賃借料 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D　23　－　9　－　1 

要綱上の 事業名称 �（22）避難誘導施設整備事業 

細要素事業名 �日出島地区津波避難路整備事業 

全体事業費 �197，000千円 

日出島地区は、東日本大震災の津波により多くの方が犠牲となり、救出・避難呼びかけに 
向かったと思われる消防団員も犠牲となった。 
日出島地区への唯一の道路は、急勾配・狭隆な箇所が存在し、高台への避難や防災活動に 
大きな支障をきたし避難路として機能しなかった。 
そのため、津波が発生した際、迅速・円滑・安全な避難を行うためにも既存道路の局部的 
な狭隆、急勾配、急カーブ箇所について改良する道路整備を実施するものである。 
津波の危険が発生した際に迅速・円滑・安全な避難を行うため、避難路を整備することに 
より基幹事業（崎山地区防災集団移転促進事業）における災害時の生活拠点と生産拠点を連 
携し、災害に強いまちづくりを行う。 

津波避難路整備費（事業費）　（26年度） 
1）測量・調査・設計業務委託　10，000千円 
2）埋蔵文化財調査費　　　　　18，000千円 
3）用地・補償費　　　　　　13，000千円 
4）工事費　　　　　30，000千円 　合計　　　　71，000千円 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D　23　－11－1 

要綱上の 事業名称 �復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 �工事発生土仮置場整備事業（赤前地区ほか3地区） 

全体事業費 �94，585（千円） 

防災集団移転促進事業（赤前、高浜、金浜地区）ゐ造成工事から発生する土砂を道 

路整備事業（高浜、金浜地区）及び防潮堤（高浜、金浜、赤前地区）等に流用するた 

め、土砂利用時期まで一時仮置きをする。 

このことから、仮置きする土地の借り上げと仮置きに必要な調査設計業務及び工事 

を行うものである。 

本仮置場を確保することにより、事業間の調整が図られ円滑な工事進捗が期待でき 

るものである。 

○平成26年度分 

【事業概要】 

仮置土敷き均し　Ⅴ　＝　　255，000【ぜ 

用地測量調査　　A　＝　　1．869ha 

整地設計　　　　A　＝　　　6．741ha 

借地　A＝18，694Ⅰぜ 【経費の内訳】 

工事費　　　　　　　　　　64，688（千円） 

委託費（測量）　　　　　　　3，553（千円） 

（設計）　　　　　　　6，066（千円） 

借地代　　　　　　　　　　　8，831（千円） 

合計　　　　　　　　　83，138（千円） 

※　この様式は、原則として、参考様式第30及び参考様式第33の別添2に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※　「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての草葉費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D17　－　3　－　2 

要綱上の 事業名称 �（1）市街地整備コーディネート事業 

細要素事業名 �市街地整備コーディネート事業 

全体事業費 �2，052千円 

【事業概要】 
市街地整備コーディネート事業として、鍬ヶ崎・光岸地地区土地区画整理事業をはじめと 
した面整備事業ほか、各復興事業のデータベースの統一的管理とともに、横断的な調整を委 
託するもの。 

【基幹事業との関連性】 
宮古市においては、鍬ヶ崎・光岸地地区、田老地区都市再生区画整理事業、中心市街地津 
波復興拠点整備事業をはじめ、防集事業、漁集事業、災害公営住宅整備事業等、各地域で多 
様な事業が実施されている。 
復興事業の円滑な進捗にあたっては、第一に、市全体としての包括的な管理、コーディ 
ネートが重要であると考えているが、膨大な数に及ぶ復興事業を市職員のみで管理するのに 
は限界があり、復興まちづくりの遅滞を生じさせないためにも、データベースの統一的管理 
等、事業間の横断的な調整を委託することでまちづくりの効率化を図るもの。 

事業費（委託） 
市街地整備コーディネート事業 
（1）コーディネート業務Q＆Aサポート　　540，000円 

（2）データベース管理支援　　　　　1，512，000円 

合計　2，052，000円 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D17　－　6　－　2 

要綱上の 事業名称 �（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業 

細要素事業名 �田老地区都市再生区画整理事業に伴う下水道整備事業 

全体事業費 �406，000（千円） 

【事業概要】 
田老地区都市再生区画整理事業として、事業進捗にあわせ下水道管布設を実施するもの。 

【基幹事業との関連性】 
東日本大震災において津波により壊滅的な被害を被った田老地区は、安全で安心して暮ら 
せる市街地を形成するため、区画整理事業により、道路や公園等の基盤施設整備と一体で居 
住環境の整備に係る下水道整備を行うもの。 

（事業費） 
・調査設計費、下水道管布設工事費 

今回提出（H26年度分）247，000千円 
計（H26事業費）　　　247，000千円 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

Lj業番号 �★　D17　－　8　－　3 
要綱上の 事業名称 �（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業 

細要素事業名 �鍬ヶ崎光岸地地区都市再生区画整理事業に伴う下水道整備事業 

全体事業費 �835，000（千円） 

【事業概要】 
鍬ヶ崎光岸地地区都市再生区画整理事業として、事業進捗にあわせ下水道管敷設を実施す 
るもの。 

【基幹事業との関連性】 
東日本大震災において津波により壊滅的な被害を被った鍬ヶ崎・光岸地地区は、安全で安 
心して暮らせる市街地を形成するため、区画整理事業により、道路や公園等の基盤施設整備 
と一体で居住環境の整備に係る下水道整備を行うもの。 （事業費） 

・調査設計費、下水道管布設工事費 

今回提出（H26年度分）　418，000千円 
計（H26事業費）　418，000千円 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。


